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教 養 と能 力主 義 ・メ リ トクラ シー

教養 と共通内容教育のあ り方、その2

北 川 邦 一

ContemporarySituationofGeneralEducation

andMeritocracyinJapan

KITAGAWAKunikazu

教養 とは、文化の学習による人間性 と人格の向上 である。学芸 を学び、知識や技能、情

操、徳性な ど人間性 を身につけ ることが一 人の人間 としてのあ り方、生 き方の向上 に結び

つ くとき教養が形成 され る。本誌前号 で示 したこの ような 「教養」の概念は、いかなる時

代、いか なる社会に も当てはまる普遍的 なものである。次には、他な らない現代 日本 とい

うこの時代 、この社会における教養教育のあ り方 を究明す るこ とが必要である(注1)。

そこで、本稿では、 まず、第二次大戦後 日本の 「普通教育」の理念、「一般教育」の理念

を確認 し、次いで、1960年 代 を経て遅 くとも80年代 中頃迄に 日本において学歴主義 ない し

偏差値偏重主義が支配的傾 向 となったことを確認 し、 その後、「教養 」が支配的傾 向 として

の業績主義 ・メ リトクラシー として立ち現れていることに関す る先行研究 を整理 ・考察 し

て、あ るべ き教養 と共通教育 内容 のあ り方の追求 に資す ることとしたい。

(一)戦 後 学校 教育 制度の 「普通教 育」・「一般教育」理念

(1)普 通教育

現代 日本の学校制度の下では、「普通教育」については、 まず、 日本 国憲法第26条 の第1

項で国民の教育 を受け る権利 を定めた後、第2項 で 「すべて国民は、法律の定めるところ

により、その保護す る子女に普通教育 を受け させ る義務 を負 う」 と定めている。次 いで、

これ を受けて教育基本法第4条 はこの義務教育を 「9年 間の普通教育」 と定め、 さらに、

学校教育法(1947年3月31日 、教育基本法 と同 日に公布 ・施行)は 、小学校は 「初等普通

教育」、中学校 は 「中等普通教育」、高等学校は義務制 ではないが 「高等普通教育及び専門
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教育」、盲学校、聾学校叉は養護学校 ではこれらに 「準ず る教育」を施すことを目的 とする

と定めている(第17、35、41、71条)。

これ らの法律制定当時の解説書 『教育基本法の解説』における同法第4条 の解説に拠る

ならば、現行制度の 「普通教育」の概念は、少 な くとも次の4つ の要因を含んでい る(注

2)a

①すべての人の人間的な精神的、肉体 的諸機能 を十分に発展させ るという、「全面発達」

とも言 うべ き教育理念。

② 「特殊教育、専 門教育ないしは職業教育 と区別 され る」普遍人間的教育内容。

③ 「いか なる身分の者、 またいかなる職業につ く者に も共通」であり、「人たる者すべて

に共通に必要な教育」であるとい う、教育対象の普遍性。

④ 「一般 国民全般」の 「教養 と徳性の向上」及び 「専門的又は職業的教養」の 「基礎」

となるべ き 「一般的教養」の必要最小限 を国家が国民に確保する教育 としての義務教育 を

含んでいるとい う、基礎教育包含性。

(2)一 般教 育

次に、「一般教育」であるが、これは、第二次大戦後、我が国の大学教育制度上用い られ

るよ うになった語であ り、当初、米国教育使節団報告書において 「普通教育」の語で大学

に取 り入れるこ とが重視 されていた教育 内容が、制度化 の過程で 「一般教養」の語 を経て、

大学教育制度上用いられるようになった語である。

1946年3月31日 、連合国最高司令官に提出された米国教育使節 団第1次 報告書(同 年4

月7日 発表)(注3)は 、高等教育 とそのカ リキュラムの改革に関 して 「普通教育の拡充」

を強調 した。連合 国最高司令官総司令部民間教育情報局(CIE)は 文部省 を通 じて 「大

学基準」設定 を指導 し、47年7月 開催 された大学基準協会創立総会において 「大学基準」

が決定 され、その中で 「新 四年制大学の根底 をなす科 目」 として 「一般教養科 目」が設定

された。以後、数度の基準の改定 を経て、同協会の1950年6月 の総会におけ る大学基準の

改定によって大学科 目の履修制度がほぼ整備 され、それ迄の 「一般教養科 目」は、名称が

「一般教育科 目」 とされる とともに、その履修は人文 ・社会 ・自然各系列各3科 目以上(1

科 目は4単 位。)計36単 位以上履修することとなった(注4)。

以後、昭和31年(1956年)文 部省令 第28号 による大学設置基準の省令化による改定 を経

て、1991年 の同省令大改定(平 成3年6月3日 同文部省令 第24号)に よって 「大学設置基

準」か ら 「一般教育科 目」条項が廃止され るまで、全国の大学において必修科 目としての

「一般教育科 目」履修制度が存続 した
。

以上のように、当初は高等教育に関 して も 「普通教育」 と言われていたものが制度化の
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過程 で 「一般教育」 とされたのである(注5)。 今 日の我が国の大学の 「一般教育」は、少

な くとも理念において現行 「普通教育」 と共通の志向性 を有す るものである。

(3)佐 藤 学氏 の所 説

ア メ リカのgeneraleducationと 普通 教 育 ・一般 教育

佐藤学氏は、共著 『学 びへ の誘い』の第4章 「学びの文化的領域 カ リキュラムの再

構築」において、前記米国教育使節団の母体 であるア メリカ合衆国における`generaledu-

cation'の 理念に基づ く教育 に関 して、次のように説いている(注6)。

① アメリカ合衆国では、「教育内容 の公共的領域 を構成す る文化内容は、 これまで『普

通教育(一 般教育=generaleducation)』 の理念において探求 されて きた。 『普通(一

般)教 育』 とは、 リベ ラルアーツの伝統に立つ学問(教 科)教 育』のエ リー ト主義

と教養主義 を批判 し、同時に、産業社会の細分化 した要求に即 応 した 『専門(職 業)

教育』の偏 りを批判 して、 その両者 を新 しい原理 で統合す る理念であ り、民主主義

の基礎 となる 『共通教養』の教育 を志向す る概念である。」

② 「『普通教育』理念は、前世紀の末にアメ リカの大学改革において登場 し、第一次大

戦の直後に、 コロンビア大学においてデュー イらが構想 した自然 と社会 の問題 を探

求す る 『調査 コー ス』をは じめ、各大学で現実社会の問題 を主題 として開設 された

『一般教育』の課程において普及 している。この 『普通教育』の理念は、1910年 代以

降には、大衆化 し細分化 した職業教育の課程 を拡大 した高校 に も影響 を拡大 し、『総

合性』 を保持 し 『公共的責任 を果た しうる市民』の教育 を実現す る共通教育の理念

として普及 している。」

③ 第二次世界大戦 を経て 「普通教育(一 般教育)」 の価値が深 く認識された.「 多数の

大学 と高校 で 『平和』 と 『自由』 と 『民主主義』 を主題 とす る 『一般教育』の改革

が推進 されたが、その典型は、 コナン ト学長 を中心に組織 されたハーバー ド委員会

の報告書 『自由社会 におけ る一般教育』(1945年)で あった。 この報告書 は、大学 と

中等学校 の 『普通教育(一 般教育)』 の 目的を民主主義社会 を建設す る自由な市民の

形成に求め、 その基礎 とな る教養 を、大学においては 『自然』 『人文』 『社会』の三

つの領域 を選択す る方法で、高校 においては 『数学 と科学』『文学 と言語』『社会科

と社会諸科学』 『芸術』『職業』の五領域で構成す る勧告 を提示 している。(わ が国の

大学の 『一般教育』 は、 このハーバー ド委員会の報告 を基調 として発 足 した。)」

以上 のようなア メリカの`generaleducation'(普 通教育、一般教育)理 念に関す る佐藤氏

の所説は、戦後 日本の普通教育概念、一般教育概念 を補足的に説明す るものであ り、 とり

わけそれ らが普遍人間的教育 内容 によって(上 記①)、 一般市民 を対象 として(上 記②)、

3



教養 と能力主義 ・メ リ トクラシー

民主主義社会 の形成者を目指す とい う理念に基づ くものであるこ とを示 している(注7)。

上記の佐藤氏の所説が示 した、エ リー ト主義の 「学問(教 科)教 育」 と産業社会の細分

化要求 に即応す る 「専門(職 業)教 育」を学 びの共同体 による共通教養 によって批判的に

統合するという展望は、我が国の教養 と共通 内容教育のあ り方 を追求す る上で大 いに有力

であろう(注8)。

(二)現 代における教養の問題状況

佐藤氏の所説を逆 に見れば、アメ リカにせ よ 日本にせ よ、そ しておそちくはかな り広 く

発展 した現代社会の一般 ない し大半で、専門教育 ・職業教育 と共通教養 ・一般教育 とは統

合 され るべ きであるにも関わらず、にわかには統合 されがたいのが現状である。

(1)村 瀬裕也氏の所説

社会参加の必須条件 としての専門 と教養

しか し、そ もそ も、現代民主主義社会においては、職業能力 ・専 門的能力の教育 と教養

の育成 とは、各個人に必須の教育 内容 でなければならない。

村瀬裕也氏は、 このことを端的に次の ように叙述 している。

「専 門と教養 とは社会的存在 としての人間がマスター しなければな らぬ二つの側面

である。教養 を欠いた専門家は単なる利潤機構 の歯車にす ぎない し、専 門を欠いた

教養 人は既に教養 人 としての資格 さえ失 った単なるディレッタン ト、乃至は高等遊

民に過 ぎない。誰 もがその生存のためには、 それぞれ別の知識 を有する多 くの他人

のサー ヴィスを受 けなければ ならぬ以上、 自らもまた何れかの専 門的知識技術によ

って他人へのサーヴィスの提供者 となることは、社会参加の必須の条件 である。 し

か し人間は単にあれこれの専門家であるだけでな く、ひ としく人間 とい う共通の基

盤 に立ち、人間 としての自己達成 を遂げつつ共通の歴史的 ・社会的 ・文化的諸課題

の遂行に参加 しなければなちぬ。」(注9)

そ して、現代社会の専 門家に必要 な人間的教養が備 わっていないことを典型的に示す例

として、村瀬氏は、 ロッキー ド社 の ミサ イルの開発 に従事 したのち、平和活動家に転 じた

オル ドリッジR.C.Aldridgeの 次のような述懐 を紹介 している(注10)。

① 「核戦争 を挑発す るようなプロジェク トで、 どうして働 き続けられ ようか。だが ま

た、 どうして、 自分の経歴 をダメに して しまうことができようか。わたしと妻のジ

ャネッ トとの間にで きた十人の子供の うち、六人はまだ扶養家族 だった。わた しの

学んだ工科大学では、 こうした問題に対応す るすべ を何 も教 えて くれなかった。」
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② 「ごまか しとまやか しがわれわれの仲間たちの間での当た り前の原則である。防衛

産業の従業員に とっての視野は、当面の仕事以外には拡が らず、国際条約 とか世界

普遍の正義 などは問題外なのだ。…… しか も職場ではほ とん どの人が 自分の してい

る努 力につ いて、戦争防止の視点 と関連 させ ていないことにも気づ いた。……祖国

を守 るとい う愛国の情 よ りも、契約 をとる、 あるいは超過勤務時間 を稼 ぐとい う考

えの方が優勢だ った。」

③ ロッキー ド社 にまだ在職 中、宗教 団体 の平和問題情報センターの調査役 を引き受け

てか ら、「国際関係 にまで眼 を向けることがで きるようになった。多国籍企業がいか

に開発途上国の運命 を左右 しているかの追求 を続けた。……大企業の開発パター ン

が、国内で も国外で もいかに民衆 を抑圧 しているか とい う、わたしにとっては新 し

い知識 を身につけ ることになった。 ……私の行動 と世界中の苦 しみ との間には密接

な関係があったのだ。」

④ 「今 日の社会のなかで正義 を実現す るには、われわれ技術者の 『物 を基準 とした』

考 え方か ら 『人間を中心 とした』思考への転換が必要 なのだ。』

以上の例 の ように、職業 ・専 門と人間的 な教養 を活かす ことが必要であるにもかかわら

ず現代社会 では(で も)最 先端 をゆ く専門家においてさえ、あるいは、最先端の専 門家に

おいてこそ殊 更に、即 自的には職業ないし専門 と教養 を両立 させ るこ とが困難 な状況にあ

る。 この ような現代社会におけ る 「職業ないし専 門と教養」の問題 は、 とりもなおさず、

前稿で見たよ うに勝田守一氏が 「文化 の基本的な構造 を自己に同化することを通 して、そ

れを支配す る能カ……、 その能力を…… 『教養』と名づ けて よい」というときの、「文化 の

基本的な構造」 と教養 との関係のあ り方 を問 うことである。 なぜ なら、教養 は各個 人の人

としての 「普遍」のあ り方、す なわち 「一般的 な人」 としてのあ り方であるが、現実の各

個 人は同時に、教 員、 日本人、登山愛好家、女性、 自動車修理工、市会議貝、青年、等々、

人の 「特殊」 としてのあ り方 を伴 ってお り、職業人ない し専門家 としてのあ り方は、それ

らの うちで も最 も重要だか らである。

(2)堀 尾輝久氏の所説

一 普通教育 ・一般教育の とらえなお し

戦後 日本の教育現実の問題 としていち早 く教養 の問題 を提起 したのは、勝 田氏を師 とし

た堀尾輝久氏であった。堀尾氏は、1966年 の論文 「現代 における教育 と法」の一節で要点、

次の ように 「教育内容 普通教育の とらえなおし」 を提起 した(注11)。

① 「この[;普 通教育 の]概 念は、古 くは、 ギ リシャの 自由学芸(リ ベ ラル・アー ツ〉

の思想に連 り、……近代教育におけ る人間解放 と教育の平等の思想の中で、分業的
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人間e部 分人への批判意識 と結びついて新 しく意味づけ られた。」

② 「このような普通教育の概 念は、内容的に、一般教育(養)の 概念へ と連続す る。

ランジュバンが……職業教育 に対 して普通教育 を対置 した とき、普通教育 には、共

通 の文化=一 般教養 を形成す るこ とを通 してひとびとを結 びつける任務が期待 され

ていた。……/わ が国で も、戦後の教育改革の一環 として、大学における一般教養

が重視 され制度化 された。 この一般教養 の思想は、当然、戦前か らの 『普通教育』

観に新 しい光 をあて、逆にまた、大学教育 自体 を国民教育の一環 として とらえなお

す視点 を含んでいた。」

③ 「しか し、実際には、 このような視点を欠落 させ、普通教育 を高等教育に対置させ

て とらえ、『教養』 を大学が独 占して悪 しき教養主義 を温存 させ、『教養が一つの職

業 をつ くる手段』(ワ ロン)と なるこ とによって……、人をひき離す役割 を果た して

いるのが現実 である。他方、『教養』を抜 き取 られた 『普通教育』観は、教育の画一

化 と国家統制 の論拠 とされ、その歴史的 な意味 とは全 く異質な ものに転嫁 している

のである。」

④ 「したがってひ とびとを結 びつけ る真の教養の創造 とい う視点か ら、普通教育 ・一

般教育 をとらえなお し、その本来の意味を回復 させ ることは……重要な課題 だと言

えよう。そ して……ワロンのいうように、子 どもの生存の権利 を前提 としつつ、『職

業を教養 の出発点』とし、 『労働 を教養 の基礎 とす る』とい う教養の 『転回』を思想

的にも現実的に も行 うことによってのみ、人々 を結 びつけ る真の教養 を中心 とす る

普通教育が可能になるのではあるまいか。」(以 上にお いて、()書 きは原文、[]

書 きは引用者補足、……は省略部分、/は 原文改行。以下⑨迄 同 じ。)

堀尾氏は、67年 の 「国民教育における 『教養』 をめ ぐる問題」で上記の所論 をさらに展

開 した。 そこで深め又は一層強調 した点 を示す と次の とお りである(注12)。

⑤ 「マル クスは、階級対立 と二つの文化の分裂の根源を、労働力の商品化 と、頭 と手

の労働 の分裂(分 業)に よる人間の非人間化の中に見出 し、階級の止揚 とい う歴史

的課題……をとらえていた。」「マル クスは、知的労働 と肉体労働の分裂 の止揚 を、

大工業の発展に即 して、人間的諸能力の全面的に発達 した人間の形成の可能 性の問

題 として提起 した……。 この全面発達の思想は、教養の思想の核心 を継承する(も

のであった)… …。」

⑥ 「教養は……[「教養主義」と対比 して 引用者注]… …現実の政治や社会のあ り

方 ときり結ぶ地点での、 その困難 を打開す るための科学的 ・合理的 ・技術的知識を

重視 し、その内容 の普遍性 と、その担い手の民衆性において、平等主義的性格 を強

くもつ とされ る」。「教養はエ リー トの虚飾 としてではな く、民衆の働 きの中に生 き

ていなければな らない。」

6



教養 と能力主義 ・メリ トクラシー

⑦ フランス大革命期 に革命議会 に出された コン ドルセの 「普通=共 通教育(ア ンス ト

リュ クシヨン ・コン ミュー ン)の 概念は、その公教育論 を学校論 として具体化す る

ときの主柱 をなすカテゴ リーであった。それは 『その知識がなければ、 いかなる職

務 であって も、 それ を遂行す るこ とがで きない と言 う意味での一般的に して共通 の

知識』の教育であ り、すべての人間 を 『自分の理1生にだけ従 う人間』に育て ること

を通 して、人間の進歩 と社会 の平等の実現 をめ ざす ものであった。そこでは、普通=

共通教育は、初等教育か ら高等教育 までの各階梯 を通 しての、人間 としての共通の

教養 を意味 していた。 そこには、初等教育=共 通教育、高等教育=一 般教養 という

区別はない。両者はもともと1'instructioncommune(な い しallgemeineBildung)

という一つの概 念であらわされ るものであった。だか らそれは、高等教育に対立す

る概念ではな く、逆 に高等教育 をもつつみ こんだ高次の概 念であったのである。」

⑧P・ ランジュバ ンは、「『一般教養は、職業的専 門化 とは独立に、子 どもを現実 との

接触 に準備す る一切 のもの』であ り、 それは 『科学』 を中心 とし 『理性』に訴 える

教養 によって可能 となる。『科学 こそは確かに、人類すべ てに共通な財宝、万人が近

づ き得 る思想、万人に利用できる行動手段』であ り、 それは文学 と同様に人間 との

接触へ の有効 な準備である』とのべ ている。彼 は又、教養につ いて、『もともと教養

とは、人間全体 に関係す るという意味でヒューマニ ス ト的である』 とその性格 をの

べ、『少数者の特権 となっている教養』を 『人民のために一般化』す るこ との必要 を

強調 した。 こうして彼の一般教養 の思想は、科学 と理性 を中心 とす る国民的教養の

形成 をめざす ものであった といえる。」

⑨ 「ワロンは、 『科学は人間を結 びつけるものだ』とい う確信 とともに、現 にある科学

の役割 を リアルに認識す るこ とを も忘れなか った。彼は、その科学への確信 に続け

て、『けれ ども、今 日では科学 こそまさに知識人 と肉体労働者 との区別 をつ くり出す

ものである。科学は人間の統一 をつ くってはい ませ ん』とのべ、『職業 を教養 の出発

点』とし、 『労働 を教養の基礎 にす る』こ とによって、職業 と労働 を通 しての人聞性

の全体 の回復の方向を提示 した。」

以上のよ うな堀尾氏の教養論 をどう受 け とめるべ きであろうか。

第一に、同氏が 「普通教育」、「一般教育」をともに、「初等教育か ら高等教育 までの各階

梯 を通 しての、人間 としての共通の教養」 を育 てるべ きもの として捉 えるこ と、 とりわけ、

少数者の特権 となっている教養(一 般教育)を 人民の もの として一般化す ることを強調 し

ている点は、既述の とお りわが国戦後教育改革の理念に沿 うもの として首肯 される。

第二は、堀尾所説の 「部分 人」批判 ・「全面発達」論 をどう考 えるかである。 その一つ

は、現実の資本主義社会が人間が階級に分裂 してお り、 多数の人間の生 き方が 「労働 力商

品」 として現象 している人間疎外 を克服すべ きだ という点である。 このような現実の問題
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点認識の限 りでは、マル クスの思想の全体 としての賛否に関わ らず大方の知識人の認め る

ところであろう。 そこか ら先、 どのように して階級対立や労働 力の商品化の弊害を克服す

るか となると見解の分かれているところであるが、教育学の問題 としては、 どのようにし

て民主主義的な社会の形成者 を育成す るか という問題 であると考 える。 もう一つは、以上

を超えて 「部分人」の何処 まで を問題 と考えそれをどう解決す るか というこ とである。 こ

れには、そ もそ も人間は 「部分 人」であってはいけないのか、何 をもって 「部分人」 と言

い、「全面発達」 と言 うのか、「部分 人」たるこ とと 「全面発達」人たることとは二者択一

か とい うことを含んでお り、次のことに繋がる。

第三は、堀尾氏教養論がワロンに拠 りなが ら 「『職業 を教養の出発点』 とし、『労働 を教

養 の基礎にす る』 こと」に 「職業 と労働 を通 しての人間性の全体の回復の方向」 を見い出

そうとしているこ とである。 この うち、人が職業において分化 した部分的な生 き方をして

いるとい う現状か ら出発す る立場 は当然のこととして受容 できよう。

特 に、堀尾氏の指摘す るワロンの所説 を学ぶ と、次のように考 えることが重要であると

思われ る(注13)。

①一般的教養や科学がそれ 自体 では人ぴ とを結びつけ得 ないという現代社会の現実 を リ

アルに認識すること。

②労働者が(も 〉真の主権者 とな りゆ く過程 に、人び とを真に結びつけ得 るような教養、

つ ま りは人び との連帯 ・協力 ・共同を可能にす る教養の実現が可能であるという展望 をも

つこと。

③教養形成に有す る労働及び職業の価値 を踏 まえ、労働及び職業の学習を教養形成の初

期段階か ら何 らかの形式 ・方法で含めること。

④特 に、職業実習 を一般教養形成 の重要な構成要素 として重視すべ きこ と。

しか し、堀尾氏が人間性の全体の 「回復」 を言っているところには検討すべ き問題が含

まれている。「回復」 とい うか らには、既に過去に本質的にあった状態への回復であろう

が、 そこにあったとして求めている 「人間性の全体」 とは何 か。また、それは、職業や専

門への分化 その ものの無い状態 を指 しているのか、それ ともそれ以外 の何かなのか。少 な

くとも本稿 で取 り上げた堀尾氏2論 文は、 これ らの点について説いておらず分明でない。

(3)1960年 代 日本 の 「能 力 主義」

1960年 代 になるとわが国において 「人的能力開発」政策が展開され学校教育 にも多大の

影響 を与 えた(注14)。 本稿の主題 に関わるその最大の特徴の第1は 、この政策の中で我が

国の経済社会及び教育における支配的な 「理念」 として 「能力主義」が登場 したことであ

る。この 「能力主義」 について、1963年 の経済審議会答 申は、次のように述べ た。
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「[日本の現状 では 北川補注]学 歴や年功のような、属 人的なものに依存する気

風や制度が支配的である」が、「諸条件の歴史的変化 は、新 しい基準による人の評

価、活用のシステムを要請 している。端的にいえば、教育において も、社会 におい

て も、能力主義 を徹底す るとい うことである。」(注15)」

この 「能力主義」は、経済界で日本経営者団体連盟(日 経連)傘 下の大企業が 「能力主

義管理」を採用するようになって以降、特 に現実的影響力 を拡大 したが、68年 に 日経連が

出版 した 『能力主義管理』におけるその基本的考 え方 を示す と、次の とお りである(注

16)o

「能力主義管理の理念は
、企業における経済合理性 と人間能力の調和にある。……。

企業における人間尊重 とは、業務の上か ら考 える限 り、従業員の職務遂行能力を発

見 し、十二分に開発 し、かつ発揮す る機会 と場所 と環境 を与え、 またそれに応 じて

処遇す ることであ り、能 力主義管理の実践に他 ならない。」

「能力主義管理の 目的は前述の環境条件の変化に対処 して、従業員個々の能力 を的確

に発見 し、最高限に開発 ・活用 し、 また主体 的意欲 を喚起 し、 もって生産性 をよ り

一層向上 させ、新技術 ・新製品 ・新市場開発の効率 を高め、企業の競争力 を強化 し、

企業ならびに従業員の繁栄 を確保す るこ とである。 それは…… 日本経済のひきつづ

く成長 を可能 にし、国民生活水準のより速やかなる向上への道である。」

「能力 とは企業におけ る構成員 として
、企業 目的達成のために貢献する職務遂行能力

であ り、業績 として顕現化 されなければならない。能力は職務 に対応 して要求 され

る個別的な ものであるが、それは一般には体力 ・適性 ・知識 ・経験 ・性格 ・意欲の

要素か らな りたつ。それらはいずれ も量 ・質 ともに努力、環境により変化する性質

をもつ。開発の可能性 をもつ とともに退歩のおそれ も有 し、流動的、相対的なもの

である。」

この ような 日経連の 「能力主義管理」は、一面では、 その 「能力」の評価 ・活用 ・開発

が 「企業の競争力(の)強 化」、「企業な らびに従業員の繁栄(の)確 保」、「企業 目的達成

(への)貢 献」などと徹頭徹尾、企業の枠内に制約 されている。 したがって、 日本的経営下

の労働者の無権利状態の中で、例えば従業員の労働基本権 の行使や公害防止のための社会

的責任の遂行 の能力など、本来は人間らしい能力 として肯定的に評価 されるべ き能力 も、

管理者か らみて 「企業 目的達成」に沿わない能力は正当に評価 されないという大 きな問題

点を含んでいる。 しか し、他面では、企業における経済合理性 と調和す る限 り従業員を能

力に応 じて処遇す るとい う、 ある範囲内での公正 さ ・民主主義 を理念 として含んでいる。

本稿 の主題か ら見た 「人的能力開発政策」の特徴の第2は 、 これが次のように階層序列

的に類型化 された類型の 「人的能力」の育成 ・活用 を目指 して、各段階、各種類の学校等

をそ うした類型的人間養成の場 として設定 したことである(注17)。
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①ハ イタレン ト・マンパ ワー

これは 「自主的能力を生み出す科学者」、「新技術 をとり入れ新市場 を開発 してい くイノ

ベー ター としての経営者」、「労使の指導者層」など 「経済に関す る各方面で主導的な役割

をはた し、経済発展 を リー ドす る人的能力」 とされてお り、量的には同年齢層の3乃 至5

%と 限定 された特権的エ リー トである。彼 らにだけ「高度の創造的知的能力」「逆境に負け

ない精神」「社会的責任感」「協調力や指導力」などが要求 されている。 これを養成す る機

関 として大学 ・大学院があげられている。

②技術者

この うち(イ)「現在の技術 を改善進歩 させ るような分野で活躍する創造性のある技術者」

は、大学の工学部 で養成 され る。(ロ)他 方、「現在 の技術で製品を確実に作 るような技術

的業務に従事す る技術者」 は、 さらに二種 に区分 され、「その要求される資質に基礎的・論

理的なものに重点がおかれるもの」は工業高等専門学校で、「実務的な技術に重点がおかれ

るもの」は工業高校で養成 される。

③技能者

これは 「義務教育終 了課程 の能力の上に数年 間の実務経験 ない し職業訓練 を要す る高度

の熟練 をもっている労働 力」のことであ り、養成には職業訓練所、企業内教育機関、各種

学校、高等学校別科な どがあげられる。

④単純労働者

この 「単純労働者」 とい う分類については、将来の供給量の見積 りも行 なわれているが、

彼 らに対す る積極的な教育訓練政策はなん ら述べ られていない。結局の ところ、彼 らには

「工業化が要請す るきび しい規律」 にすすんで従 う 「心構 え」が要求 されているだけであ

る。

(4)現 代 日本の学歴偏重 ・受験競争(注18)

総理府 に設置 された臨時教育審議会が1985年6月 提出 した第一次答申において示 した下

記の認識は、我が国において悪 しき教養主義が蔓延 し、 それへ の対策 を国を挙げて講ぜ ざ

るを得ない程 に重大な事態 に陥 っていたことを示 した(注19)。

① 「我が国が学歴が偏重されている社会である(学 歴偏重社会)と の認識は、個人に

対す る評価が、『なにをどれだけ学んだか』よ りも 『いつ どこで学んだか』が重視 さ

れ、 しか もそれが個人の価値、能力や個性の評価に まで影響 を及ぼ している現実が

あることによるものである。 このため、人生の初期 に形式的な学歴 を獲得 しなけれ

なならない状況になっている。つ まり、教育 ・学習歴が必ず しも適正に評価 されて

いないきらいがあるとい う問題、そ して、学習 自体 の喜 びが奪 われているという問
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題が生 じている。」

② 「明治以来……政府はすべての国民に共通 した基礎的学力を身に付け させ、 また、

広 く人材登用 を可能 にして社会 を活性化 した。……反面、戦前の官公庁、大企業な

どにおいて学歴に基づ く処遇差や賃金格差を設け るとい ういわゆる学歴社会が形成

された……。 また、戦後におけ る被雇用者の割合の上昇 に伴 うホワイ トカラーの増

大、進学率の上昇などを背景に、有名大学重視の傾 向が強 まってきた。」

③ 「我が国は、 もともと民族、言語、文化 などの同質性が高 く、 また、財産な どの差

も諸外国に比べて小 さいこともあって、学歴や入試の成績が教育 ・学習歴の評価の

一指標であるに もかかわらず
、事実上人間能 力のすべてを表す尺度であるかの よう

に見なされるようになって きている。」

④ 「以上のような状況のなかで、国民は、た とえ学歴が職業上必ず しもとくに大 きな

経済的利益 をもたらさな くて も、将来の社会生活におけ る 『保険』 として、 自分の

子弟にひたす ら高い学歴をつけ させ ようとする激 しい競争が展開されている。」

わが国の学歴偏重や受験競争 は根深 く強い。敗戦直後の新制高等学校発足時にせ よ、1960

年代の高度経済成長期にせ よ、政府 ・文部省 は専門教育 ・職業教育の価値 を力説 したに も

関わらず国民に大勢 としては受容 されず、普通教育優位 の受験競争の過熱が進行 してきた。

臨教審以後 も、政府・文部省によって教育の 「個性化」、「多様化」、「特色ある学校づ くり」

が推進されて きたに も関わ らず、1996年 の中央教育審議会の 「21世紀 を展望 した我が国の

教育のあ り方について」の第1次 答申は 「大学 ・高等学校 をめ ぐる受験競争は、多 くの子

供や親たちを巻 き込みつつ、一部の小学生へ も波及 し、か えって厳 しくなっているのが現

状 と考える」 と述べ たのであ る。 もっとも90年代末期か らは大学生の 「学力の低下」や中

学生の 「学習か らの逃走」等が世上問題になって きているが、21世 紀はじめの 日本の教育

基盤に上述の学歴偏重や受験競争状況があることは疑い得 ない。

(三)業 績主義 ・メ リ トクラシー に関 す る現代的諸説

本節では、上記のような問題の解明にあたった先行研究成果の要点 をまとめてお く。

(1)乾 彰夫氏の所説

「自分 を選択 する」契機一

日経連 『能力主義管理』等の能力主義の実態 を調査研究 した成果である乾彰夫氏の著作

『日本の教育 と企業社会』の まとめ部分 の叙述 をさ らに要約す る と次の よ うである(注

20)0
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① 日本の企業社会のなかの競争は、「『人格』全体の一元尺度的な序列化」 をもたらす

もの として学校 における競争を規定 して きた。

②60～70年 代 日本の社会経済構造の中で 「普遍的な科学的認識」の育成 は受容された

が、そこで進んだ学習の抽象化は、「自らを 『未確定』なままの労働力 として企業社

会に委ねる」ことをもたらした。

③職業選択がたえず変化す る社会的需要によって左右 され る状況の拡大は、普遍的な

科学的認識の形成すなわち普通教科 「学力」の形成を中心形態 とし、職業が含む 「特

殊化 された技能 ・知識を捨象」す る。60～70年 代 の教育 と社会 は、「『自分 を未確定

の可能1生の中から選択す る』 とい う選択の主体的契機」の欠落 を前面に押 し出 した。

④現代 日本の社会の教育の課題は、「『自分 を未確定の可能1生の中か ら選択す る』主体

的契機 を育てる」 ことである。

以上のような乾氏の所説は、縮約①、②、④ につ いては概ね同意できる。 しか し、③の

60～70年 代の 「職業選択 を左右する」「たえず変化す る社会的需要」の拡大は、1990年 代以

降の現在 と将来にはどうなるのであろうか。常識的には、この 「人材」需要の絶 えざる変

化 はむ しろ激化す るもの と考え られる。 また、繰 り返 しになるが、敗戦直後の教育改革期

にせ よ、60年 代の 多様化政策期にせ よ職業教育の価値 自体は説かれてきたに もかかわらず

教育における一元尺度的な価値の序列化 は進行 したのである。

そ うであ るとすれば、人材需要変化の激化に抗 しての 「自分 を選択す る」教育の推進 を

バ ックア ップするどのような手段 ・方法が必要なのか、が更なる考察の課題 と考えられ る。

(2)苅 谷剛彦氏の所説

日本の大衆教育社会

苅谷 剛彦 氏 は、「日本の 大衆教 育社 会 」 につ いて次の よ うに述べ て い る(注21)。

① 「教 育 の大衆 的 な規模 での拡 大 と、社会 の 大衆化 の進 展、教 育 を通 じた階 層的秩 序

の編 成 と、 中流意 識 の広が り。戦 後 の 日本 は、1950～70年 代 を通 じて、大 衆教育 社

会 と呼 び うる社 会 をつ くりあげ て きた。 その完成 が いつ ご ろであ ったのか 、… …。

おそ ら くは ……1970年 代 半 ば ご ろであ った とい えるだ ろ う。

大衆 の教育 へ の動 員、 メ リ トクラ シー の大衆化 、 形式 的平等 の追 求、 明確 な文 化

的ア イデ ンテ ィ テ ィを もた ない学歴 エ リー トの創 出、 そ して、 教育 に おけ る 〈不平

等 〉 を不問 に付 す平 等信仰 … … こ う した特 徴 を合 わせ もつ 大衆 教育社 会 の成 立は、

戦後 の 日本 に とって、 どの よ うな意味 を もったの か。

第一 に……大 衆教 育社会 は経 済 成長 に きわめ て適合 的 な 条件 を提 供 した。 ……

第 二 に……[日 本 では]学 校 での 成功 と失敗 が将 来 を左 右す る とい う見方が 、 『客
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観的』に測定 された学歴の効果以上に、人々に強 く意識 されているのである。・・…

教育が社会の階層化に果た した役割は 『客観的』に測 られた事態以上に大 きかった

のである。

第三 に……社会の大衆化 は、社会的な不平等を大 きな問題 として取 り上げな くな

る心理的基盤 をつ くりだす。人び との意識の基底に平等意識を植 えつけ、 しか も、

学校 を通 じて形成 され る不平等 を受 け入れ る。……」([]書 きは北川が補足)

② 「親か ら子へ と過程 で伝達 され る階層文化 を媒介 として、社会的不平等が再生産 さ

れ る。/日 本で も、教育 を通 じた不平等の再生産が行 われていることは間

違いない。家庭 で伝達 され る文化資本が学校 での学力に変換 されて、世代間の不平

等が再生産 され るしくみは 日本 で もはたらいてきた……。/し か し…… 日本の場合

には、[上 記の事実に も関わらず]学校 で測 られ る業績=メ リッ トは、特定の集団や

階層が伝統的に占有 していた文化か らとり出されたものではないと考えられてい る。

いいかえれば、学校 での勉強の 中味や試験問題の内容は、 どの集団の文化 にも属さ

ない 『中立的』な ものの ように見える。少な くともフランスや イギリスの場合 に比

べれば。/そ れでは、階層文化か ら 『中立的』に見える業績を通 じて、不平等の再生

産が行われるこ とは、その社会 にとってどのような意味 をもつのだろうか。

ひとつの解答は、学校が不平等の再生産に寄与 しているとい う事態が見えに くく、

問題にな りに くいことである。」(/は 原文での改行)

上記第1引 用文 中の 「文化的再生産」、「文化資本」は、フランスの社会学者ブルデュー

の用い始め た概念であ り、苅谷氏によれば、次の意味である(上 記引用② の省略部分)。

「文化的再生産」 とは、「親から子へ と家庭で伝達 される階層文化 を媒介 として、社

会的不平等が再生産され る」「メカニ ズム」である。

「文化資本」 とは
、「文化的再生産の中で、相続 された階層文化」の ことであ る。

また、文 中の 「メリトクラシイ」について、刈谷氏は次のように述べ ている。

「メリトクラシー とは、能力 と努力の結果である 『メリッ ト(業 績)』 を基準に、報

酬の分配や社会的な地位が決 まるしくみのことである。人が 『何であるか』ではな

く、『何がで きるか』 『何ができたか』が重要な選抜の基準 となる。 したがって、 メ

リトクラシー とは、 『業績主義』を社会の選抜の原理 とする社会であるということが

で きる。」(注22)

なお、「メリトクラシー」は、ヤング(MichelYoung1915～)が その著作 『メ リトクラ

シーの興隆』でメリッ トに基づ く新 たな階級ないし階層支配 を有する社会の病理 を描いた

ところか ら使 われ始めた社会学の用語 である。意味用法に若干幅があるが、概ね、「知能 と

努 力で形成されるメリッ ト(業 績ないし能力)の ある者が支配 ・統治す る社会、あるいは

メ リッ トに基づ いて社会の指導的な地位についている人々」等 と説明 されている(注23)。
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(3)竹 内洋氏の所説

日本のメ りトクラシー

竹内洋氏は、 日本の メリ トクラシーについて次のように述べている(注24)。

① 「近代社会 はメ リトクラシー社会 である として も欧米には大衆的競争状況はみあた

らな く、 その意味で現代 日本社会 の受験生やサ ラリーマンにみ られ る 『ふつ う』の

ための 『猛烈』 といわれるマス競争状況 は特異である。」

② 「日本 においては…… 日本人 らしさが[ブ ルデューの言 う]文 化 資本 となるぶん、

階級文化の資本化 のメカニズムが隠ぺいされる 。 記憶と詰め込みが重要 な

日本の試験が努力信仰幻想 を膨張させ 階級文化の密輸 を隠 してしまうの と相 同な隠

蔽構造である。その限 り、 日本の メリトクラシーは社会的再生産 の隠蔽 には とりあ

えず成功 しているわけだ。エ リー トと大衆の同質性幻想 も生むことにな り、エ リー

ト集団への心理的距離 を短縮 し、マス競争社会 をもたらす仕掛が ここにある。」

③ 日本の学歴 レー スや昇進 レースの選抜は、 トーナ メン ト型競争 を基本 としたその変

形であ り、選別対象集団の入れ替えや敗者復活 によって、エ リー トだけでな くノン・

エ リー トをも競争に組み込んでお り、たえず競争状態 をつ くりだ し、競争か らお り

させ ない。選抜のあ とに、必ず しも冷却 ではな く、「再過熱」や 「縮小」型再過熱(目

標 レベ ルを少 し落 とした再挑戦奮起)が 作動す る選抜の構造 を有 していることが 日

本のメ リトクラシー の秘密である。

④ 「トーナ メン ト型人生モデルの顕在 アジェンダは競争への強迫的過熱だが、その潜

れたアジェンダは長期的野心の蒸発 と解体 である。 なにになるかや、 なにをや るか

の遠 い未来の野心 を背後に退かせ、 目前の選抜の ことにだけ注意 を集中させ るか ら

である。」しか も、この ような 「野心の空洞化現象」は、戦前は一部 の学歴エ リー ト

に とどまっていたが、い までは 「受験戦争は過熱化 しながらも、いや過熱化すれば

す るほど将来の欲望や野心、 ビジ ョンを空洞化 させ て しまうというパ ラ ドックスが

大衆的規模 で生 じている。……受験システムはビジョンな きただの戦術ゲーム人間

を産 出する。受験は 目的合理的行為(モ ダンの理念的行為)で はな く、手段の集積

によって事後的に目的が定 まる逆立ちさえお きてい る。」「受験の知識や学校で教 え

られる知 識について 日本の受験生の しらけ(irreleavance)は 相 当な ものだ。」

これが、「日本の[大 半の]受 験生の人生航路モデルがサ ラリーマ ン・モデルであ

ることと対応 し、相互強化が行 われて しまうことが重要だ。」「サ ラ リーマン ・OL

モデルは職業モデルではない。職場=会 社 モデルである。……職業モデルで人生が

構想 されれば、なに を学ぶか、なに をす るかが焦点になる。 しか し、職場 モデルで

一14一



教養 と能力主義 ・メリ トクラシー

人生が構想 されれば、一般知識や 人間関係 のほ うが重要になる。」

「[マックス・ウェーバーの官僚制批判説によれば]機 械は気の抜けた魂であ り
、生

きてい る機械 である官僚制組織は気の抜けた知性 である。」「日本型 メリ トクラシー

が うむ受験型人間像 もまた気の抜けた魂 であ り気の抜けた知性である」。

「丸 山眞男が指摘 した昭和初期の軍国主義時代の 日本の指導者の精神形態一 帝大

や 陸大 を出、順調な出世街道 を経て 日本帝国の最高地位 をしめたにもかかわらず、

観 念 と行動の驚 くべ き乖離、綾小性 とそれか ら約60年 後にア メリカの小説家マ

イケル・クライン トンがバ ッシングした 日本のホワイ トカラーの社会的性格 『日

本人は相手の格に応 じて別 人になる……アメ リカ人はどんな ときに も核 となる自分

があると信 じているのに対 して、日本人は立場 こそすべて を決定す ると思っている』

が驚 くほ ど類似 している……。 いずれ も日本型メ リトクラシーが生んだ人間像

にほかな らない……。」

⑤1985年 に行 ったある職業高校調査によれば、生徒 は比較的に低所得層出身が多 く、

その中には中学校時の成績 中以上の者 も何割かお り、「入学時には比較的『専 門の知

識や技能』のレ リバ ンスを もっている」。 しか し、在学中に「しだいに企業の期待(パ

ー ソナ リティ特性重視)を 教師の認知 をっ うじて取 り入れ
、 レリバンスを失っ[て

いってい る。]」「日本のブルー カラー労働 者は雇用形態や意識の面でホワイ トカラー

に近似 してお り」、「日本の学校 にウィリスが描 くような反学校文化がみ られない」。

「学校 を 『生 きるに値す る世界』(livableworld)へ 変換 しているX校 生徒 たちの し

たたかな適応 も、マ クロな視点か らみれば、支配関係 を維持 し存続 させ る完壁 な『冷

却』で しかない。」

中間 まとめに代 えて

本稿 では、戦後 日本の 「普通教育」・「一般教育」の理念に も関わ らず、現在のわが国の

教育が 「能力主義」、「業績主義」ない しメリ トクラシーの一環 としての問題的状況 を大 き

く呈 しているというこ とを先行研究に拠 りつつ明 らかに して きた。 とりわけ、刈谷氏及び

竹内氏の所説は、現状把握 としては明解 である。

業績主義(メ リッ トクラシー)と は、ある人の評価 ・処遇(報 酬や職務、学芸の上での

地位役割)を 専 らあ る人の上げた業績に応 じて行な うとい う原理であるとひ とまず考える。

上げた業績に応 じて人の評価 ・処遇が行 なわれれば、業績 を上げる努力は助長 され社会

は業績に よる利益 を享受することがで きる。業績主義の成立する根拠はここにある。 しか

し、各人の業績はその能力 ・適性に規定 され、各人の能力 ・適性には差があるが、ある一一

定の時点での個 人の能 力 ・適性 は煎 じ詰めればそれ までの当人の生育歴や社会活動歴 とい
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う自然的社会的条件 に規定 されてお り不平等 である。例 えば、障害 をもって生 まれた人や

孤児 として育 った人は本人の責任に よるのではない条件に よるハ ンディキャ ップを負って

いる。反対 に、恵 まれた条件で育 った人が社会 的に高 く評価 される能力や意思 を持 ち易い

の も 「自然」的で、この意味で人の業績は本人の努力か ら独立な条件 によるところも大 き

い。この ように考 えると、人の評価 ・処遇 をその業績に基づ いて行な うのは 「不平等」の

拡大 とも考 えられ る。人の業績は評価す るべ きだ として も、 自然条件 ・社会条件の差 をそ

の まま再生 ・拡大 しかねない業績主義 は、それだけでは人間性に沿 った もの とは言い難い。

この点に業績主義への批判の正 当性があると考え られ る(注25)。

わが国において、なぜ業績主義 ・能力主義がはびこって きたのか、それ を克服す る共通

内容教育 ・教養教育はいかにあ るべ きか。 第三稿以降の課題 は、 その ような もの となるで

あろ う。

注

(注1)例 えば、1900年 前後の ドイツの民族主義的教養のように文化内容を個人の価値の平等や合理性、

実用的価値よりも価値的に優越するものとして位置づけ、そのような内容による各個人における

「個性」、「人格発展」、文化的価値の 「内的統一性」ないし 「調和」などを意味する教養は、人間

性の形成を危うくするものであ り、逆に考えれば、現代においては民主主義、科学的合理性及び

職業的実用性等と両立するような教養を追求するべ きこととなろう。前稿(二)の(3)、 参照。

(注2)『 教育基本法の解説』(教 育法令研究会著、1947年 、國立書院)は 同法立案に携わった文部省官僚

の共著であって、そこでは同法第4条 の規定する 「普通教育」の意義について、次のように述べ

ている。

「普通教育 とは、人たる者にはだれにも共通に且つ先天的に備えてお り、又これある故に人が人

たることを得 る精神的、肉体的諸機能を十分に、且つ調和的に発展させ る目的の教育を言うので

ある。かかる教育は、いかなる身分の者、またいかなる職業につ く者にも共通であるから、名づ

けて普通教育と称するのである。それであるから、普通教育は、特定の技術、学芸を習得させて

特定の業務の遂行に役立てることを目標 とする特殊教育、専門教育ないしは職業教育 と区別され

る。このように普通教育は、人たる者すべてに共通に必要な教育であ り、人たるだれもが一様に

享受 し得 るはずの教育であるか ら、国家はその必要なる最小限を国民に確保 しなければならな

い。」(82頁)

また、義務教育の9年 間への延長について次のように述べている。

「……民主政治は、國民みずからが直接又は間接に政治を行なうものであ り、また多数決政治で

あるから、もしも國民が眞理を知 らず、その高い倫理性を維持することができなければ、民主政

治は衆愚政治に堕し、又濁裁政治が頭をもたげるいとぐちともなるのである。國民の教養 と徳性

の向上をはかることは民主政治の根本である。 しかも少敷の國民がよくなっただけではだめで、

一般國民が全般的に向上 しなければならない。それから民主國家の國民としては、専門的又は職

業的教養に先だち、これらの基礎 となるべき一般的教養がたいせつである。この一般的教養を養

う普通教育を義務 として、その年限をなるべ く長 くすることが望 ましいのである。」(84頁)

上記は直接には 「普通教育のうちの必要なる最小限」である 「義務教育」制度における普通教

育についての解説である。 しかし、1947年 の文部省通達は 「高等学校は希望する者全部を収容す

るに足るように将来拡充 して行 くべ きであ(る)」 「希望者全部の入学できることが理想である」
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(注3)

(注4)

(注5)

(注6)

(注7)

「高 等学校は義務制ではないが
、将 来は授業料 を徴収せず、無償 とするこ とが望 ま しい」述べ てい

た(文 部省学校教育局 「新学校制度実施準備 の案 内」昭和22年2月 。講談社 『近代 日本教育制度

資料』第23巻 所収 、252頁 。)。それゆえ、上 記の 「普通教育」理 念解説は、高校 の 「普通教育」を

も含む もの と解 して良い と考 えられ る。

なお、「普通教育」の語 は、 第二次世 界大戦前の旧制度下 で、初等義務教育学校だけでな く、エ

リー ト養成機 関であった旧制高校につ いて1918年 高 等学校令 第1条 で 「高等学校 ハ男子 ノ高等普

通教 育 ヲ完成 スル ヲ以 テ 目的 トシ特二国民道徳 ノ充実二力ムヘ キモ ノ トス」 と定め られていたこ

とをは じめ として、いわゆる複線型体系に あって上中流階層の教育機関 であった旧制中学校 、高

等女学校 の教育 目的に も 「普通教育」の語が用い られていた(1941年 国 民学校令第1条 、1899年

中学校 令第1条 、1895年3月20日 の 文部省に よる高等女 学校 規定 に関す る説明 など。)。この 「普

通教育」は、「実業学校 」の 「実 業教育」や 「専門学校 」の 「専 門教育」 と対比的に用い られてい

た。 それゆ え、その 「普通」の意味は、「み んなに等 し く共通 に教 え る(べ き)教 育」とい う意味

では な く、初等、中等、高等の各教 育を通 じて 「内容的に特殊化 されていない」 とい う意味の も

の であった。現行 「普通教育」概 念は本文記述の4要 因の うち① 、② を旧制度時代 の 「普通教育」

概 念か ら引き継いでい るのであ る。

なお、 旧制 度では 「専 門教 育」 の語 は、学校の 目的 ・性格 を規定 した教育法令には見あた らな

い。「専門学校」につ いて1903年 の専 門学校令 で第1条 で 「高等 ノ学術 技芸 ヲ教授 スル学校ハ専門

学校 トス」 と定め られ、入学資格 は中学校 又は修業年限4年 以上の高等女学校卒業以上、修 業年

限は3年 と定め られ た。現行 高等学校 の 「専 門教育」 は、立法当時、旧制専 門学校程度の教育 を

包 含す るこ とが意図 され たため とい う(鈴 木勲編著 『逐 条学校 教 育法』80年 ・学 陽書房 、313

頁。)。

石 川謙編纂代表 『近代 日本教育制度史料』 第18巻(講 談社、1957年)、 所収。

寺崎 昌男 ・共著 『大学教育』(1969年 ・東京大学出版会)、 参照。直接には、385-422頁 。

この報告書が高等教育改革上重視 していた 「普通教育」 は次の 見解 を含む ものであ り、前記 『教

育基本法 の解 説』の 「普通教育」理念 と整合 す るものであった。

① 「(大学は、)知 的 自由の伝統 をこの上 もな く高価 な宝 として防護 し、思想の 自由を激励 し、

探求 の方法を完成 し、知識の 向上 をうなが し、科学 及び学 問を育成 し、真理 への愛着を育み、 そ

して社会へ の絶 え ざる光 明の源 として役立つ ものであ る。」

② 「日本の高等教育機 関のカ リキュラムにおいては……大概 は普通教育 を施す機会 が余 りに狭

す ぎ、そ して職業的色彩が余 りに強す ぎるように思われ る。 自由な思考 をなすためのいっそ う多

くの背景 と、職 業的訓練 の基づ くべ き一層優れた基礎 とを与えるため に、 さらに広大な人文学的

態度 を養成すべ きであ る。」

③ 「物理 学及び生物学 は、 自然 界の事象 を明 らかにす るもの として、 それ 自身のためのみな ら

ず、 日本の復 興に必要 な技術 及び職業 に とっての本質的な根拠 として も、明 らかに重要 な もので

ある。…… これ(「 科学的な性格」 引用者注)は ……真理 を求め正義 を求め る一層深い人間的

必要に応へ るものであ る。 自然科 学の堅実 な研究 に とって必要 な、事実 に基づ いた正確 な思索は、

知識の他の分野の研 究において も用 ひ られるべ きである。」(注3前 掲書、①564頁 、②③570頁 。)

『学びへ の誘い』1995年 ・東京大学 出版会
。152-153頁 。 引用 中()書 きは原文、[]書 きは引

用者補注。 『 』 は原文 の 「 」。以下 、同様。

以上に よれば、我が国現行制 度の 「普通教育」が理念的に 「一般教育」 に通 じる ものであ り、そ

れゆえ大学教育 と共に憲法 ・教 育基本法の普遍 人間的 な教 育 目的理 念 を共有す る もの であ ること

は一 層明 らか である。(二)の(2)に 後 述するよ うに、現行教育法解釈 の問題 として堀尾輝久氏

は早 くにこのこ との重要性 を力説 し、牧 柾名氏 もそれを踏襲 した(堀 尾輝久 「現代 におけ る教育

一17一



教養 と能力主義 ・メリ トクラシー

(注8)

(注9)

(注10)

(注11)

(注12)

(注13)

と法 」『現代教育 の思想 と構造』1971年 ・岩波書店329頁 、 牧柾名 「教育基本法第4条 」解説 ・有

倉遼吉編 『基本法 コン メンタール教 育法』72年 ・日本評論社46頁 。新版 ・77年57頁 も同 じ)。 しか

し、その他の教育法解釈の 多数は現行 「普通教育」解釈 にあた ってこのことの意義 ・重要性の指

摘 を欠いたまま、「一般的、普遍的 な基礎教 育(commonbasicanduniversaleducation)」 の

側面 を重点的 に強調 してお り、問題である。 その例 は、① 山崎真秀 「教育 を受け る権利、教 育の

義務」有倉遼吉編 『基本法 コンメンタール ・憲法』70年 ・日本評論社 、②永井憲一 「教育 を受け

る権利、教育の義務 」同編 『コンメンター ル教育法1日 本国憲法』78年 ・成文堂128-130頁 、③

鈴木勲 ・当時文部省大臣官房長編著 『逐 条学校教育法』80年 ・学陽書房133頁 、 ④元木健。 岡津守

彦監修 『教育課程事典 各論編』83年 ・小学館 ・400頁 、⑤平原春好 『学校教育法』78年 ・総合 労

働研究所 ・46-47頁 、 等。

なお、佐藤 氏は、続けて、「普通教育(一 般教育=generaleducation)」 な どの表記 も用 いて次の

よ うに説いている(前 掲書、④154頁 、⑤155頁 、⑥155・156頁 、 ⑦157頁)。

④普通教育 は、社会的意味 を有す る 「教育内容(content)」 とそれ らの知 識を学ぶ側 で主体的に

統合す る 「一貫性(coherence)」 と共通 の知識 で結ばれた学 びの 「共同体(community)」 という

三つのCで 構成 される教育であ る。

⑤ 「『普通教育』における 『共通教養』 は、諸領域にわたる学問 ・教科の知識 を基礎 としなが ら

も、現実的な社会 問題の解決に貢献す る教養 を志 向 している。」

⑥ 「『普通教育』 カ リキュラムの 内容領域 に接近す る努 力」 は、 これまで 「『普通教育』 のカ リ

キュラム を構成 している文化 内容 の諸領域 を検討 する方法」 と 「現代社会の現実的 な課題 を 『普

通教育』の カ リキュラムの 『主題』や 『問題』 として組織す る方法」 とい う二つの方法で展開 さ

れて きた。

⑦ 「普通教 育」のカ リキュラムは、「暫定的 に一般的な内容領域」として 「言語の思慮深い活用

の経験=言 語の教育」 「科学的な探求の経験=自 然科学の教育」 「量 と空間に関す るシンボル と論

理 の経験=数 学の教育」 「社会 の認識 と社会 的正義 の経験=社 会科 と社会諸科学の経験」「労働 と

技術 の経験=技 術の教育」「芸術 の享受 と創造 の経験=芸 術 の教育」「身体の運動 と保健の経験=

身体 の教育」 を提示す るこ ともできる。

1991年6月 の講演。 『教養 とヒューマニ ズム』(92年 ・白石書店)所 収、51・52頁 。

前掲 書35・36頁 。

岩波講座 『現代法』第8巻 所収。『現代教 育の思想 と構造』1971年 ・岩波書店に再収録。引用は後

者328-331頁 。

『思想』1967年12月 号
。『現代教 育の思想 と構造』第3部 第4章 に再録。出典 は後者、⑤371頁 、⑥

372頁 、 ⑦374頁 、⑧375頁 。 ワロンの出典は 「一般教養 と職業指導」竹 内良知 訳 『ピアジェ=ワ ロ

ン教育論』明治図書1963年 。 ⑨375頁 。 ランジュバンの出典 は 『科学教育論』新村猛 ・竹 内良知訳 ・

明治図書1961年 。

アン リ ・ワロンの所説について補足 してお く。

堀尾氏が拠 ったワロンの見解 は、 ワロンが1932年 ニ ースで開催 された国際新教 育連盟の第6回

大会 で行 なった 「一般教養 と職業指導」 と題す る記念講演である(前 注 『ピアジェ=ワ ロン教育

論』10-32頁 、 所収。 引用は32・33頁 。)。

この講演でワロンは、「ソ連では職 業を教養の基礎 におこ うとい う決定が なされた」と述べ、彼

自身が見て きた当時の ソ連における労働 と教育 の状況 を紹介 した。紙幅の制限上、 この講演 内容

の最小限の紹介 をす る。 ワロンは、希望 を託す教養の新 しいあ り方について、次の ように叙べて

いた。

「工場 と学校 との間には、3年 間の見習期 間が ある。」 この期間は、「い くつかの異なった職業
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を行 なうことが で きてその職業 で実践に移 され る理論的 または科学的な原理に通 じた労働者 を養

成す るのに使 われる。科学者になるために大学や研究所に入る人びとはこれらの見習工 の中か ら

募 られ る。彼 らは知的能力に したが って選 ばれるばか りでな く、他人のため に献身 し、共同の大

義 のために献身す る資質に もしたが って選ばれ るの であ る。は じめに陶冶の統一 がある 。

この統一が教養 の基礎 を職 業に、労働に、労働者の未来にお くの であ る。 これ こそがおそら く、

人間を互 いに一つに結 びつけ る、……すべての時代のすべての人々 をも一つ に結 びつける或 るも

のの根源 であ る。」

1)こ の講演は、ワロンが ソ連 を訪 問 し学校 や工場 を見聞 した直後 のものであるが、その後数十

年 を経 てペ レス トロイカ とグラス ノスチの進展 とともに ソ連の実態が次第に暴露 され、1991年12

月、 ソ連邦は解体 した。それ どころか今では、「社会主義」の理想は滅びた とい う評価や社会主義

の理想 は是認す るとして もソ連の政治や制度は 「杜会主義」ではなか った とい う評価が大勢 とな

っている。少な くとも、 当時の ソ連 の実態 と理 念についての上記の ワnン の言説全体 をその まま

認め るこ とはで きず、 その なかには事実誤認や 錯覚、 美化、望 ましい部分状況の拡大解釈 等が含

まれている と考えなければ ならない。2)ま た、人び とが細分化 され部分化 された労働に よって分

断 されている職 業の現実態 を考慮す ると、職 業それ 自体の中に人び とを結びつけ る教養の原理 を

求める という認識には同意 し難い。3)さ らに、学校 と工場 との間の見習期 間 とい うか らにはその

終 ∫後は職業実務 に就 くこ とが基本であろ うが、科学者に なるため に大学や研究所に入 る人び と

のすべ てが この見習工 の中か ら募 られる という制度 を目指す とい うのは、1930年 前 後の ソ連 での

で 「学校死滅」論や1960年 か ら70年 代 前半 に中国で行 なわれた文化大革命の 「下放」等の失敗 の

経験 を踏 まえると、あ まりに急進主義的 であって、現状 では受 け入れ られ難い と考 える。

しか し、上記のワ ロンの 言説か らは、本文の① ～④の よ うに現代的 な教養 のあ り方への指針 を

得 ることが できると考え る。

なお、本文の② につ いては、理 念的にはすべての人の参政権的基本的人権 が認め られている現

代先進社会 にあってその理 念を実質化する立場か らは、「労働者 だけが主権者」と言う意味ではあ

り得 ず、「労働者 も実質的に主権者 となる」という意味で考 えるべ きである。 また、現実に既 に選

挙権等一定 の主権者的権利 は認め られているの であ るか ら、労働 者がその主権 老性 を実質化 し強

化 してゆ く過程 として考 える ものであ る。

さらに、なぜ労働 者 を含むあ らゆ る職 業の人びとが実質的に主権 者 となることが人び とを結び

つけ る真の教養 を可能 にす るか とい えば、主権 その ものが参政権 的人権 を基本的人権の担い手 と

しての各人の意思 を一つの主権へ と統合 す るもの であ り、その働 きには各人の教 育意思 を交流 ・

統合 してみんなのための教育 を実現す るとい う新 しい教育的価値の創造 力が含 まれている と考え

るか らである。 この点につ いて、北川 「教育の 自由 と国民主権(上)兼 子仁氏所説 『現行教

育法の基本原理』批判」・大手前女子短期大学 『研究集録』第4号 ・1980年11月 、27・28頁 を参照

され たい。なお、付 言す ると、政治や主権 は教育、 と りわけ教育内容 に関与 しなければ しないほ

ど望 ましい とい う観点に立つ と、みん なに とって大切 な教育 を国民統合 の力で改善 ・改革 してゆ

くこ と、すなわち、教育制度 を整 え、公的財源 を保障 し、教職員 を配置 して実現 してゆ くことは

軽視 され ることとなろう。

(注14)以 下 に、人的能 力開発政策について補足説明 してお く。

1960年12月 閣議決定 の 「国民所得倍増計画」(経 済企画庁編 『国民所得倍増計画』1960年 、 大蔵

省印刷局に全文所収。)は 「高い経済成 長の持 続 と急速 な科学技術の発展に支えられた技術革新時

代」 に 「この科 学技術 を理解 し、社会 と産業の要請 に即応 し、進んで将来の社会経済の高度発展

を維持 しつづ けてい く」 ために 「経済政策の一環 として、人的能力の向上 を図 る必要 がある」 と

述べ 、その手段 として教育 を重視 し、長期経済計画 に即応 した経済成長のため の教育訓練計画 を
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戦後は じめて総合的に展開した。また、63年1月 、経済審議会は内閣総理大臣に対する答申 「経

済発展における人的能力開発の課題 と対策」(経済審議会養成訓練分科会報告。全文は『経済発展

における人的能力開発の課題 と対策』1963年 ・大蔵省印刷局所収。)を発表し、「人的能力開発」

政策をさらに全面的に展開した。62年11月 文部省発表の教育白書 『日本の成長と教育』は 「教育

投資論」を展開し、人的能力開発が経済的にも採算が合 うことを説いて人的能力開発政策をバッ

クアップした。人的能力開発政策は、「全国一斉中学校学力調査」、1966年 の中央教育審議会答申

「後期中等教育の拡充整備について」等による 「後期中等教育の多様化」等として日本の学校教育

に展開されていった。今この政策の全面的検討は為 し得ないが後述する現代 日本の学歴偏重 ・受

験競争過熱状況を国家機関が政策面から促進し、あるいは完成に導いたのがこの政策である。

また、人的能力開発政策の一環 として61年度から文部省が行なった「全国中学校一斉学力調査」

は従前の学力競争を一段と激化 させた(66年11月 中止決定)。

なお、「人的能力開発」・「後期中等教育多様化」の先陣を切った富山市のある公立中学校では、

1964年度以降、「適応教育」と称して2年 生、3年 生に対 して下表のような3段 階の 「学習像」に

応じた能力別学級編成が行ったことも 「能力に応じた教育」の 「先進」例として特筆しておきた

い(国 民教育研究所編 『人間能力開発教育 と子ども・教師』(1967年 、労働旬報社)第1章2「 『適

応教育』の実態」の項参照。表は同書52頁 。)

表 富山市のある公立中学校の能力別学級編成事例

指導の個別化、内容の多様化 (第2学 年、昭和41年 度以降)

A B C

カ リキュラム 学習指導要領の内容 を深め 学習指導要領に準拠する。 指導要領の最も基本的な事

る 。 項 を精選す る。

プ ラス α を考慮す る。
'サ イ ド

・ リ ー ダ ー
、'

ワ ー ク ブ ッ ク 、

、参考書 な ど.

学習像 個性的で自主的創造的な人 目標に向かって真面目に努 基本的なルール を守 る人間。

間 。 力する実践的行動的な人間。努力し根気強い人間。

教師の指導の構 主体的、協力的学習態度の 学習計画に従って予習復習 個々人の能力とその伸びの

え 確立。 の習慣づけ。効率の高い学 把握を着実にし、個別的な

習指導の工夫(例 、発問板 指導の場 を多くする。生活

書の工夫) 指導面を強化する。

学習法 作問。予習 ・復習 ・課題 の 適切 な予習 ・復 習 ・課題 を ま とめ をは っきりさせ復 習

自主的把握レポー ト学習の 与 え、根気強 く実践。 の手掛か りを明示。

重視。 ノー トに よる学 習を確かに 資料はプ リント等充分準備

資料の豊富な活用。 す る 。 して要点把握を助ける。

長期計画に基づ く自発学習 くり返 し練 習カー ドの利用

を進め る。 の とり入れ等。

参考書、サ イ ドリー ダー等

の活用 を図る。

学習形態 (自立学習をすすめる)発 視聴覚教具の利用。 個人指導をできるだけとり

表学習 ・グループ学習 ・討
一斉 およびグループ学習

。 入れる。

議学習等、機に応 じて盛 り

上 げる。

出典:国 民教育研究所編 『高校教育 多様化 と入試制の問題』労働旬報社 、1968年 、52頁 。
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(注15)

(注16)

(注17)

(注18)

(注19)

(注20)

『経 済発展 におけ る人的能力開発の課題 と対策』14・15頁 。

日経連能力主義研 究会編 『能 力主義管理』 日本経営者団体 連盟弘報部、1969年 、18・19頁 。

『経済発展 におけ る人的能 力開発の課題 と対策』18・19頁 。

本項の記述は、大手前女 子大学 『社 会文化の諸相』1998年 所 収、北川 「共通内容教育 と選択学習」

と重複 している。 と言 うよ りむ しろ、本誌連載 中の この教養論 を全 面展 開す る準備過程 でその一

部 を縮約 したものが上記論文であ る。

答申第三部 「当面の具体 的改革提 言」 第一節 の 「ア」の 「今後取 り組む課題 の改革 の端緒 をなす

もの」 として提 言した 「学歴社会の弊害」 と 「受験競争の過 熱」の二つの改革に関す る記述。 『文

部時報臨時増刊号 臨教 審答申総集編』1987年68・69頁 。

『日本の教育 と企業社会』1990年 ・大月書店。① は しが き、②212・213頁 、③213・214頁 、 ④214・

215頁 。 もう少 し原文 に沿 った丁寧な抜 き書 きでは次の とお りであ る。

① 「現代 の 日本 は国際的 に見 ても異常 な競 争社会 だ。 そのなか で も最 も激 しい競 争の場 となって

い るのが、学校 と企業 である。」「日本の企業社会 のなかの競争 には、欧米 などに見 られない独特

の性 格があ る」。「独特 の性格 とは、競争の尺度が 多元化 されてお らず抽象的一元的で、それゆえ、

競争が 『能力』ばか りでな く 『人格』全体 を巻 き込み、 『人格』全体の一元尺度的 な序列化 をもた

らす とい う点であ る。 これはある意味 で、1960年 代 後半以降に学校の なかに現れて きた競争 の性

格 とも一致 してい る。 それ とともに、 この一致は、現代 日本における企業社会の位 置 を考える と

き、企業社会の側 か ら学校 に対す る強力な社会的規定力 を通 して もた らされ た と考 えるべ きでは

なか ろ うか。 さらに、企業社 会 と学校 との間のこのような関係は、国家政策が学校の現実 を一義

的 に規定 して きた とい うこれ までの教育学認 識に対す る、一つの異論 を提起す るこ とに なるので

はなか ろ うか。」

② 「特殊 な技能 ・知識 よ りも普遍的な科学 的認識 を中心 とした教養 をとい うこ とは、六〇年代後

半以降、現象 として はた とえば、高校職 業学科 の地位低下 と普通科への希望集 中 とい う形 などを

とって進行 した。 これ(は)… …六〇～七〇年代 日本 の社会経済的構造に よって もた らされ たも

のであ る……。 そこで、 『普 遍的な科学的認識』 とい うことは、それ を普通教科の総合 的 『学力』

とい う点にみ るか ぎり、社会経済的観点か らは一 つの 『価値』 として受容 された といえる。

だが、 この 『社会経済的価値』は、生産的労働 の中で一 人ひ とりの 国民が その労働 と社会 を支

配 し、主体性 を回復 してゆ くとい う、勝 田の期待 した ような人間的価値 に照 らして どうだっただ

ろうか。……む しろ事 態は、勝 田 自身が一度は問題に した もう一つ の 『教育的非価値』 の方 向、

つ ま り、抽象化の方向へ と進 んだ といえる。す なわ ちそ こでは、学習の抽象化は、『自分 を未確定

の可能性の中か ら選 択す る』 とい う主体的選択の契機 を欠いた まま、 自らをまさに 『未確 定』 な

ままの労働 力 として企業社会 にゆだね るこ とになった。」

③ 「ここで、 もう一度、勝 田の述べ た、科学の学習がは らむ危険性(教 育的非価値)と しての抽

象化 につ いて考 えてみ よう。

それは、まず第 一には、人類の歴史の中で、科学が観念の体系 として、いったんは実践(生 産

労働)か ら離 れて成立す る必要が あった とい うこ とか らくる、科学 その ものの もつ抽象化への契

機 であ る。 ……

第 二は、職業準備 として抽象化す るとい う問題 であ る。す なわち、職 業選 択 とい うこ とが、

たえず変化 す る社会的需要 によって左右 され る状 況が広 が るにつれ、限定 された特殊 な技能 ・知

識の訓練か忌避 され、職業準備 は、 『文字化 され た知識の適用の能力』とい う抽象的形態へ集 中 し

てゆ く。…… しか しそこで も職業準備 のための学習は、普遍的な科学的認識の形成、いいかえれ

ば普通教科の総合 的な 『学力』 の形成 とい うもの を中心形態 とす る。 だが それは、職 業準備 では

あって も、個々の職 業がなん らかの形 で含 む、特殊化 された技能 ・知識 を捨象 して抽象化 された
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(注21)

(注22)

(注23)

(注24)

(注25)

もの であるか ら、 その学習 その ものの内には、『自分 を未確定の可能性 の中か ら選択す る』とい う

選択 の主体 的契機 は含 まれ ていない。」(引 用中の括弧書 きは原文)

「六〇 ～七〇年代 の教 育 と社会 の現実 の展 開は、特殊 化の もつ教育 的非価値性 よ りはむ しろ、抽

象化、 それ も第二 の意味 での抽象化の もつ教育 的非価値性 をこそ前面に押 し出 した。それはた と

えば…… 日本 の子 ども ・青年の進路選択意識の形成過程 な どに典型的に現れてい る。そ こでは、

進路選 択の契機 は、た とえ存在 している として もほ とん どすべ て 『学 力偏差値』的 なものに抽象

化 されて しまっている といってよい。」

④ 「そこで今 日、 もう一度六〇年代前半の勝 田の土俵 に戻 って現代 日本の社会の 中での教 育的価

値 について問い直 してみるな らば、 そこで課題 とされ るべ きは、職業準備 の抽象化に対 して、 ど

の ように 『自分 を未確定 の可能性 の中か ら選択す る』主体 的契機 を育 てるか とい うこ とではない

だ ろうか。」

「『自分 を選 択す る』 主体 的契機 の問題 は、直接職業労働 にかかわ っては職業教育や技術教育の

価値 を、今 日、 どう評価す るか とい うこ とが課題 となる。だが この ことは、 問題 を大 き くとらえ

れば 『個 性』お よび 『個性化』の問題 であ る。 『自分 を選択す る』とい うこ とにお いて、職業は中

心課題の一つであ るとして も、 その範 囲は 『生 きか た』全体 へ広 が るといえよ う。

そ して また、その契機 は、……発達 と学 習の広 い場面 と問題の中に求 め られ るはず である。た

とえば、 自分 を意識的に表現するこ とが求め られ るよ うな学習 と活動 の中には、 自分の意志や認

識や感情 を自分 自身で確定 し表現す る とい うこ との 中に、 『自分 を選択す る』とい う契機が含 まれ

てい る。」

苅谷剛彦 『大衆教 育社会 のゆ くえ』1996年 ・中央公論社。①199-201頁 、 ②202-203頁 。

前注書15頁 。

①江原武一執筆 『現代 学校教育大事典』(1993年 ・ぎょうせ い)、 ② 武川正吾執筆 『社会学事典』

(見 田宗介 ほか編 ・1988年 ・弘文 堂)、 ③竹内洋執筆 『新社会 学事典』(森 岡清美ほか編 ・1993年 ・

有斐閣)、 参照。

『日本 の メリ トクラシー 構造 と心性』東京大学出版会1995年
。 ①229頁 、②235頁 、③242-245頁 、

④246-255頁 、 ⑤191-222頁 。 引用中の[]書 きは引用者補足、()書 きは原文。

この点に関 して、堀尾輝久氏は、「能力主義」(一 般)を フランスの人権 宣言第6条 な どの謳 う、

「身分 的特権」を否定 する近代 の原理 として捉 え
、マ ンハ イムの言 う「業績(acievement)の 原理」

とほぼ同一視 した上で、「問題 は、能力主義におけ る能力が どの ような能 力なのか」等 にある とし

ている(前 掲 『現代 日本 の教育思想』181頁 。 初出 「教 育の 『能力主義』的再編批判」 『国民教 育』

第8号 ・71年)。 「能力主義」 をこの ように広 く考 える と、 日本国憲法第26条 の 「その能力に応 じ

て ひ としく教育 を受け る権 利」な どもそれに沿 うもの と考 えられ る。それに対 して、黒崎勲氏は

堀尾氏所説 を批判 して 「能力主義の理 念は、……諸個 人の能力の差異 を評価 し、取 り扱 う一元的

な制度の整備 であ り、稀少価値 資源の獲得 を求 めて争 う諸個人の競争 を管理 す るもの」 である と

して いる(黒 崎勲 『現代 日本の教 育 と能力主義』95年 ・岩波書店、28-42頁 。 引用は119頁)。

2001年11月28日
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